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中馬 瑞貴 

 

 2022年９月30日、プーチン・ロシア大統領は、ウクライナ領の自称「ルガンスク（ウクライナ語では

ルハンシク）人民共和国」、自称「ドネツク人民共和国」、ザポロジエ（同ザポリージャ）州、ヘルソン州

の４つの占領地域についてロシアへの併合を一方的に宣言した。４つの占領地域は、「独立国家」と

して承認された後、各国とロシアとのあいだで併合についての国際条約（複数）を締結。この条約を

連邦議会上下院が批准することで、ロシアへの併合が合法的に承認されるという、2014年のクリミア

併合と同じ手続きで進められた。以下では、今回の一連の流れについて、住民投票の結果や併合

を宣言したプーチンの演説の概要などを中心に事実関係を明らかにする。 

 なお、今回のロシアによる一方的な併合は、クリミアと同様に国際的に承認されておらず、本稿も併

合を認めるものではない。しかし、本稿に登場するウクライナの地名については、ロシアで起きた一連

の流れを紹介するということで、便宜的にロシアで使われている呼称を使用する。そして、占領地域

にはそれぞれ、ロシアが設置した親ロシア派政府「軍民行政府」が置かれており、条約を調印した各

「政府」のトップを本稿では「代表」と呼ぶ。  
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